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　　　　The　paper　reports　the　results　of　a　survey　which　was　conducted　to　determine　the　role　that

detailmen　of　pharmaceutical　firms　play　in　the　Japanese　medical　community　and　discusses　the

information　activities　they　are　involved‘ 奄氏D

　　　　Prior　to　beginning　this　survey，　twenty－five　reports　of　studies　done　in　the　past　on　the　same

topic，　were　reviewed　to　ascertain　the　findings，　which　were　then　summarized　along　the　follow－

ing　lines：　（1）　detailmen　were　recognized　as　one　of　the　most　important　drug　information　sources

for　physicians，　（2）　in　Japan，　detailmen　acted　not　only　as　a　source　of　information　pertaining　to

the　development　of　new　drugs，　but　also　assisted　in　evaluating　and　prescribing　drugs，　though

in　the　USA　they　acted　only　as　a　source　of　information　for　new　drugs，　（3）　physicians　thought

that　detailmen　did　not　have　enough　basic　knowledge　of　medical　and　pharmaceutical　sciences，

（4）　pharmacists　complained　that　detailmen　did　not　provide　sufiicient　up－to－date　information，　such

as　changes　of　drug　composition　or　the　contents　of　package　inserts，　（5）　detailmen　acted　as　a　kind

of　information　broker，　and　they　supplied　medical　literature　and　literature　retrieval　services　on

variety　of　subjects　for　physicians　as　a　free　service　to　promote　their　companies’　products．

　　　　The　q　uetionnaire　forms　were　designed　based　on　these　findings，　and　were　sent　to　hospitals

of　various　sizes，　and　detailmen　who　visited　them　responded．　A　hundred　and　thirty－five　detail－

men　of　65　pharmaceutical　firms　filled　out　the　quetionnaires．　The　results　are：　（1）　Detailmen

primarily　provided　information　about　new　drugs　to　physicians　and　pharmacists．　（2）　More　than

90　90　of　the　respondents　relayed　up－to－date　information，　such　as　changes　of　package　inserts　or

of　drug　composition，　to　the　all　pharmacists　in　the　hospitals　or　clinics　where　their　drugs　were

used．　（3）　lnformation　activities　carried　out　by　detailmen　differed　according　to　the　type　of　prac－

tice　of　the　physician　they　visited，　the　number　of　years　of　experience　as　a　detailman，　and　to　the
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size　of　the　company　they　worked　for．　（a）　To　practitioners，　in　clinics，　they　visits　were　infrequent，

and　they　provided　information　about　drugs　only　through　pamphlets　and　explanation．　ln　addition，

wholesalers　themselves　often　brought　information　about　drugs．　（b）　Detailmen　visited　very　fre－

quently　physicians　who　practiced　at　hospitals　and　6490　of　detailmen　in　charge　of　university

hospitals　visited　the　hospital　every　day，　and　used　multiple　media　to　relay　drug　information　to

the　physicians；　pamphlets，　scientific　papers，　and　explanation．　（c）　The　longer　their　years　of

experience，　the　more　information　they　provided　for　physicians　and　the　more　information　they

gathered　from　physicians　and　pharmacists．　（4）　Detailmen　felt　the　necessity　for　basic　knowledge

of　medical　science　and　technical　terms，　which　they　felt　they　had　not　acquired　suf13ciently．　Al－

though，　with　experience　of　afiiliation　with　a　large　company，　one’s　（detailmen’s）　knowledge　in－

creased．　（5）　Detailmen’s　information　sources　were　their　own　companies，　e．　g．　training　they

received　and　documents　that　the　companies　provided．　（6）　Detailmen　who　had　background　in

pharmaceutical　science　were　not　satisfied　with　drug　information　service　sections　of　their　com－

panies．　Detailmen　who　were　dissatis丘ed　with　the　quality　of　these　sections　felt　that　they　did

not　provide　appropriate　answers　for　detailmen　when　they　had　a　question　about　their　company’s

dru　gs．

　1．はじめに

　　A．医薬情報担当者とは

　　B．医薬情報担当者の役割

II。医薬情報担当者の情報活動に関する調査

　　A．調査目的と方法

　　B．調査項目

　　C．調査結果

III．考察

1．はじめに

　医師にとって医薬品情報は重要である。医薬品は種類

が多く，処方にあたっては副作用や相互作用，患者の個

人差まで考慮：する必要があり，医薬品の情報は量が膨大

で複雑である。医師の医i薬品情報源は，添付文書，パン

フレット，雑誌の広告，医薬品集，雑誌論文等の文献，

薬剤師，医療機関の薬品情報室，製薬会社の医薬情報担

当者，外部の情報センター，医師仲間等である。が，ど

れもそれ一つだけでは，医師の医薬品に関するすべての

情報要求を満たせない。これらの中で，製薬会社の医薬

情報担当者は医師に最も身近な情報源の一つであるが，

他の情報源と比べて医薬品情報の流通において果たして

いる役割及び活動の実態は明らかではない。そこで，本

稿では，医師・薬剤師にとっての医薬情報担当者の役割

を明らかにし，医薬情報担当者の情報活動の実態を知る

ために，既存の調査を概観し，医薬情報担当者へのアン

ケート調査を実施した。さらに，その結果を踏まえて医

師への医薬品情報提供の現状を考える。

　A．医薬情報担当者とは

　医薬情報担当者は，通称，プロパー，ディテールマ

ン・REP等と呼ばれており，1）2）“医療用医薬品の製

造・輸入・販売を業とする企業に属し，製品の適正な使
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用と普及促進を目的として，会社を代表し医療担当者に

面接のうえ，医薬品の品質，有効性，安全性，使用上の

注意など学術情報の伝達・収集・フィー一一ドバヅクを日常

業務として行う者をいう”3）。また，海外では，detail

man，　professional　service　representative，　medical

service　representative，　medical　representative，　Phar－

maberater等と呼ばれている4）。

　医薬情報担当者の活動は，情報活動とプロモーション

活動との二面性がある。情報活動とは，医師・薬剤師等

の医療従事者に自社製品に関する情報を提供し，副作用

・クレ・・一・一ム・自社製品の臨床経験等の情報を収集するこ

とである。プロモーション活動とは，学術的に自社製品

を説明することによって製品の使用を促進することと，

病院への納入工作・開業医での受注活動・得意先への種々

のサービス等の販売促進活動とである。本稿は，医薬品

情報源としての医薬情報担当者をとりあげているので，

主に情報活動について論じる。

　また，日本製薬工業協会では，医薬情報担当者の活動

の重要性を認識し，1976年に「医療用医薬品のプロモー

ションに関する倫理コー一．一一ド」を策定し，その具体的展開

として，1979年に策定した「医薬情報担当者の教育研修

要項」に基づいて1980年4月より教育研修制度を開始し

た。これは，医薬情報担当者の資質向上が企業・医療従

事者の双方から求められたこと，1979年に改正された薬

事法で企業が医療関係者に対して行う情報提供・収集に

ついての規定が明確になったこと，及び，海外情勢の影

響等による。この制度は，各社で行う研修の最低限のガ

イドラインを示して，研修の内容を一定水準以上に保つ

ことにより，医薬情報担当者の全体的レベルアップをめ

ざすものである。また，海外では，カナダ・英国・スウ

ェーデン等は業界自主規制の医薬情報担当者資格認証制

度があり，さらに西独は法制化されたより厳しい認証制

度がある5）。

　医薬品の物的な流通に医薬情報担当者は関わっていな

い。日本では，医療用医薬品のほとんどが，製薬企業か

ら一次卸を経由し，さらに一部門二次卸をも経由して，

医療機関に売られる。医療資源である医薬品は，流通過

程においても，品質保持，安定供給，情報伝達が必要で

あり，薬事法も，卸は製薬企業と同様に医薬品情報提供

の義務を負うことを規定している。特に，開業医におい

て，卸のセールスマンは医薬品配送のために，医薬情報

担当者よりも頻繁に訪問し，製薬企業からのパンフレッ

トを渡したり，クレームを聞くという製薬企業と医療機

関との仲介役どなっている。また，日本医薬品三業連合

会は，1982年4月より薬品販売担当者の教育研修制度を

開始し，セールスマンの資質向上に努めている。

　B．医薬情報担当者の役割

　Miller6）のモデルによれば，医師は，ある医薬品を自

分の使うものとして採用するまでに次のような過程を通

る。すなわち，（1）awareness（受動的にその医薬品の存

在を知らされる）（2）interest（存在を知らされた医薬品

について，医師がより詳しく知ろうとする）（3）evalua－

tion（評価する）（4）tria1（試しに使ってみる）（5）adoP－

tion（採用）という段階を経る。そして，医薬情報担当

者は．．ヒの（1）・②において医師の情報源としての役割があ

るが，（3）以降は，私的及び専門的な情報源が用いられ

る。

　海外での医師の医薬品情報源の調査によると，医i薬品

の存在を知る情報源としては「雑誌論文」と並んで「医

薬情報担当者」が最もよく使われている7－13）。それに比

べ，医師が医薬品についてより詳しく知って評価すると

きの情報源は「医師仲間」と「学術雑誌」がよく使わ

れ，「医薬情報担当者」はあまり使われないと報告されて

いる9－11）・13－15）。また，治療上の危険が高い医薬品を採

用するときほど，医師の使う情報源は多く，医薬情報担

当者等よりも専門的情報源を使うことが多いという調査

報告もある16）。さらに，医薬品採用後の最新情報の入手

に関しては医薬情報担当者の利用はますます減ってい

る13）15）。そして，慢性疾患に比べ急性疾患のときに医薬

情報担当者を情報源として使う割合が高く8）17），適切な

処方をする医師は「雑誌論文」と「医師仲間」とを情報

源とし，「医薬情報担当者」は処方するときの情報源と

してふさわしくないと思っているという報告もある18）。

　日本の調査でも，全般的な医薬品情報源として「学術

雑誌」と「医薬情報担当者」とがよく使われている19－26）。

しかし，海外の調査結果と異なり，医薬品を評価する情

報源としても「医薬情報担当者」が使われているという

報告もある23）27）。そのうえ，副作用・安全性に関する情

報源としても使われ，開業医では処方するときの情報源

としても使われているという報告もある19）。

　また，日本では，医師が医薬情報担当者に会うのは新

薬情報・医薬品情報を得るためだげでなく，病院勤務医

では「文献複写サJ・・一一ビス」，開業医では「仕入の価格交

渉」も理由として挙げられている19）24）。さらに，約8割

の医師が医薬情報担当者は一応の情報提供をしていると
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評価しているが，28％の医師は専門知識が不足している

と評価している24）。

　文献複写サービスとは，医薬情報担当者が販売促進活

動の一環として行うサービスのひとつで，医高等に必要

な文献（製品に関係のない文献でも）のコピーを入手

し，無料で医師等に提供する。医薬品の販売では，海外

旅行等の過剰サービスの自粛・サンプル添付や過度の景

品供与の廃止等の規制が厳しいが，文献複写サービスは

非常にさかんである。また，このため製薬会社員による

大学図書館の利用が増大し，図書館本来の利用者の利用

に支障を来す等の理由で，製薬会社員の入館禁止，人数

制限，複写料金の値上げ等の措置をとる図書館が多い。

一方，国際医学情報センターは会員各社に文献複写を提

供しているが，その処理数は急増しつつあり，その大部

分が医薬情報担当者を介して医下等に提供される。

　さらに，製薬企業の中には社内に文献複写の担当者を

置き，社内メールによって申込書を文献複写の担当者に

送ることで，全国のどの営業所の医薬情報担当者も等し

く文献を入手・提供できる体制のところもある。近年は

オンライン情報検索システムを用いた文献検索サービス

も行っている。

　薬剤師に対する調査でも，医薬情報担当者は重要な新

薬の情報源であり，情報を聞くために面会するという回

答が最も多い30）。一方，包装・剤形・内容の変更や製造

中止等の市販後のup－to－dateな情報の伝達が不充分で

あるという不満がある31）32）。

　日本では，医薬情報担当者は医師・薬剤師等の医薬品

情報源のひとつであり，かつ病院勤務医にとっては文献

複写・検索サービスを提供してくれる一種のインフォメ

ーション・ブローカーの役割があり，開業医にとっては

仕入の価格交渉の窓口としての役割もある。

ある。

　調査は，医薬情報担当者へのアンケートとして，1982

年8月から9月にかけて実施された。医薬情報担当者の

活動の対象となる医療機関および所属する会社による差

も調べられるように，性格の異なる医療機関を選び，そ

こを訪問した医薬情報担当者に調査票を配布・回収する

留置法をとった。尚，回収は郵送で行った機関もある

（第1表参照）。

第1表調査票留置場所及び回収数

巽醗酵興野纏削壁灘
慶慮義塾1

大学病院

東京女子
医科大学
病院

関東逓信
病院

伊藤病院

渋谷区の
診療所

薬局にて配
布・回収

薬剤部にて
配布・回収

薬剤科にそ
配布　郵送
で回収
薬局にて配
布轟郵送で
回収

問屋を通じ
て配布・回
収

合 計

34

29

50

16

49

178

28
82．　4　0／o

25
86．　2　90

37
74．　0　90

7
43．　8　90

38
77．　6　90

135
75．　8　90

大学病院

大学病院

総合病院　竹
槍公社の職域
基幹病院

甲状腺疾患
の専門病院

’主に診療所

を訪問する
医薬情報担
当者に配布

1：1．医薬情報担当者の情報活動に関する調査

　A．調査目的と方法

　前章で述べた医師・薬剤師に対して行われた調査の結

果を踏まえ，．ここでは，医薬情報担当者自身に，どのよ

うな情報活動を行っているか尋ね，活動の実態を明らか

にするために調査を実施した。その目的は，次の3点に

まとめられる。すなわち，（1）医薬情報担当者側からみ

た，その情報活動の実態を知る。（2）文献複写・検索サー

ビスの実施状況及び対応する社内組織の有無を調べる。

（3）医薬情報担当者自身が仕事をしていくうえで必要な情

報とその入手改善の必要性の程度を調べる。の3項目で

　B．調査項目

　調査は次の5項目について行った：

（1）フェイスシート（会社名・氏名，担当医療機関の種

　類・数，一日の訪問医療機関数，卸への訪問，経験年

　数，出身，訪問頻度，面談時間）

（2）医薬情報担当者から医療従事者への情報伝達（市販

　後の情報伝達，調査票配布機関で実際に行った情報伝

　達とその形態）

（3）医薬情報担当者が医療従事者から，会社に必要な情

　報を収集する活動（種類，調査票配布機関で実際に行

　つた情報収集とその処理，医療従事者からの質問の処

　理と問合せ先）

（4）文献複写・検索サービス（サービスの有無，件数，

　依頼形式，文献入手法，所要日数，検索実行者）

（5）医薬情報担当者自身の情報要求（26項目についての

　情報の必要度と獲i得度，情報源）

　また，調査実施以前にパイロットスタディを行い，調

査項目および用語を若干修正した。主な修正は情報要求

の項目で，当初は情報の「必要度」と「入手可能な状況
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であるか」とであった。しかし，医薬情報担当者として

仕事をしていくには，その場で答えられることが必要で

あり，特に「専門用語」などは後で調べて意味が分って

も医療従事者との面談のときに知らなければ何の役にも

立たないという意見により，面談で即座に活用できる形

で獲得しているか，すなわち，身についた知識と持参し

ている資料との中にあるかを尋ねる項目とした。

　C．調査結果

1．　フェイスシート

　a．会社

　合計65社の医薬情報担当者から回答があった。そのう

ち，武田・三共・藤沢・塩野義・田辺の大手5社に所属

するものが16人（11．9％），大手12社40人（19．7％），外資

系企業30人（22．2％），それ以外の企業（本稿では便宜上

このグループを「国内中小」と呼ぶ）に所属するもの65

人（48．1％）であった。大手12社とは一般に，大手5社に

エーザイ，山之内，第一，中外，万有，大日本，吉富を

加えたもので，現在では必ずしも売上額上位12社ではな

いが，規模・製品ラインなどからも日本の医薬品製造業

を代表する企業群と目される。

　1979年の日経メディカル誌の調査29では，回答した医

師の85％が，「メーカーによって医薬情報担当者の質に

差がある」と答えている。しかし，本調査の回答者は1

社に1～5名と各社ごとに比較するには少なすぎるので，

大手5社，大手12社（大手5社をも含む），国内中小，外

資系の4つの企業群に分け，それに所属する医薬情報担

当者について比較を試みる。

　b．担当

　担当している医療機関の種類により，回答者を次の5

グループに分けた。すなわち，（1）大学病院のみを担当，

②大病院のみを担当（大学病院と総合病院の両者，ある

いは後者のみ），（3）病院担当（大病院と中小病院の両者，

あるいは後者のみ），（4）混合型（大病院と診療所との両者

を担当，（5）開業医担当（中小病院と診療i所の両者，ある

いは後者のみを担当。主に開業医と考える）の5グルー

プである。

　第2表に示すように，大手企業に属する回答者は「大

学病院のみ」「開業医担当」が多く，医療機関の規模別

に担当を決めている企業が多いようである。逆に国内中

小の企業群では，「病院担当」「混合型」が多く，曄療機

関の規模別よりも地区を優先した担当形式のところが多

いと考えられる。外資系も規模別担当形式が多いと考え

られるが，大規模病院でも一人で複数個担当することが

多い。

　また，担当医療機関数は，大手5社では一人あたり平

均，3．9病院と44．4診療所なのに対し，国内中小では9．0

病院と75．1診療所，外資系では6．8病院と95．0診療所と

多くの医療機関を担当している。さらに，「開業医担当」

の担当診療所数の平均は220．1，「混合型」では185．6と

第2表担　　当　形　　式（企業群別）

一ec￥　！st

大手5社

大手12社

国内中小

外　資系

合 計

1大学病院
　のみ

4
25．　0　90

25．　0　90

11
27．　5　90

68．　8　90

2
3．　1　90

12．　5　90

3
10．　o　90

18．　8　90

16
11．　9　90

大学病院
のみ

4
25．　0　90

21．　1　90

11
27．　5　90

57e　9　90

5
7．790
26．　3　90

3
10．　o　90

15．　8　90

19
14．　1　90

大学病院
のみ

3
18．　8

5．　5

13
32．　5　90

23．　6　90

27
41．　6　90

49．　1　90

15
so．　o　90

27．　3　90

55
40．　8　90

病院担当

o

o

6
9．290
85．　7　90

1

3．390
14．　3　90

7
5．290

混合型

4
25．　0　90

11．　1　90

5
12．　5　90

13．　9　90

25
38．　5　90

69．　4　90

6
20．　o　90

16．　7　90

36
26．　7　90

開業医

5
31．　3　90

27．　8　90

11
27．　5　90

61．　1　90

2
3．　1　90

11．　1　90

5
16．　7　90

27．　8　90

18
13．　3　90

合　　計

16

11．　9　90

40

29．　7　90

65

48．　1　90

30

22．　2　90

135
100　90

上段が実数，中段が行のパーセント，

に対するパーセントを示している．

下段が列のパーセントを示している．合計では，上段が実数，下段が総計
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かなりの数を一人で担当している。

　c．一日の訪問医療機関数

　医薬情報担当者が一日に訪問する医療機関数の平均は

3．7で，企業群別の有意差はない。担当別では，「大学病

院のみ」の担当者の平均が1．0，「大病院のみ」2．2，「病

院担当」2．6，「混合型」5．6，「開業医担当」7．6で，担

当医療機関数が多い回答半群ほど，一日の訪問機関数も

多い。

　d．卸の訪問

　前述のごとく，日本において卸のセールスマンは医薬

情報担当者と診療所の医師との仲介役であり，情報伝達

と販売促進とにおいて両者のタイアヅプが重要である。

そこで，医薬情報担当者の1日の平均訪問引数と定期的

に訪問する卸（担当卸）数とを調べた。

　その結果，「大学病院のみ」「大病院のみ」「病院担当」

の回答者の担当卸数の一人あたりの平均は，それぞれ，

0．5，0．8，1．4と少ない。それに対し，「混合型」と「開

業医担当」では一人あたりの担当上白は3．1，3．3で，1

日の訪問卸数はそれぞれ1．1と1．7と多く，診療所の担当

数が多い医薬情報担当者にとって卸との連携が重要であ

ることが分る。

　e．経験年数

　医薬情報担当者としての経験：は，最短1ヵ月から最長

19年11ヵ月という回答まであった。第3表のように，経

験年数5年未満は，「混合型」「開業医担当」に多く，逆

に大規模な病院は経験の長い担当者が多く，統計的に有

第3表経験年数（担当別）

意な差がある。「混合型」は経験年数15年以上の担当者

も多いが，これは「大学病院と診療所とを担当している

が訪問の申心は病院である」という回答者のコメントに

表わされるように，「混合型」も活動の中心は大規模病院

であり，大規模病院のみの担当者と共通する部分がある

からだと思われる。

　また，企業一別では，経験：年数5年未満は国内中小と

外資系企業に属する回答者に多く，大手では比較的少な

い。以後調査結果を見ていくうえで経験年数は重要な属

性の一つであり，それが担当形式・企業群と関連がある

ことを認識しておかなければならない。

　f．出身

　最終学歴は，高校卒9人（6．7％），大学122人（90．4％），

大学院4人（3．0％）で，大学と大学院を合わせた中で

は，薬学系出身45人（35．7％），理系43人（34．1％），文系

38人（30．2％）であった。1979年の日本製薬工業協会の調

査1）2）（同協会加盟企業に属する21，400人の医薬情報担当

者は大学卒が81％で，そのうち薬学系出身が31％，理系

24％，文系45％）と比較すると，本調査は，大学卒の比

率が高く，しかも薬学系または理系の出身者が多く，文

系出身者の比率が低いという調査対象の特性がある。

　薬学系は大規模病院担当者に多く，診療所を中心に担

当している者に少ない。逆に高校卒は「混合型」「開業

医担当」のみであり，回答者の出身は担当形式別に有意

差がある。

　また，企業群別では，薬学系は大手企業，理系は国内

巾小，文系は外資系に多い。高校卒は大手企業に多い

（第4表参照）。さらに，理系出身者は経験年数の短い人

大学病院のみ

大病院のみ
（大学病院と総合病院）

病院担当
（含中小病院）

混　合　型

開業医担当

合　　計

5年
未満

5
26．　3　90

16
29．　1　90

o

21
58．　3　90

8
44．　4　90

50
37．　0　90

5　一一

10年

3
15e　8　90

14
25．　5　90

3
42．　9　90

4
11．　1　90

4
22　’2　90

28
20．　7　90

10－v

15年

6
31．　6　90

18
32．　7　90

4
57．　1　90

6
16．　7　90

6
33．　3　90

40
29．　6　90

15年
以上

5
26e　3　90

7
12．　7　90

o

5
13．　9　90

o

17
12．　6　90

合　計

19
100　90

55
100　90

　7
100　％

36
100　％

18
100　90

135
100　go

第4表　出 身（企業病状）

「露∵

大手5社

大手12社

国内中小

外　資　理

合　　計

薬学系

6
37．　5　90

21
52．　5　90

18
27．　790

6
20．0％

45
33．　3　9e

理系

2
12．　5　90

6
15．　0　90

27
41．　5　90

10
33．　3　90

43
31．　9　90

文系

4
25．　0　90

7
17．　5　90

17
26．　2　90

14
46e　7　90

38
28．　1　90

高校卒

4
25．　0　90

6
15．　0　90

3
4．690

o

9
6e790

合　計

16
100　90

40
100　％

65
100　90

30
100　％

135
100　90

上段は実数，下段は行のパe一・一セントを示している． 上段は実数，下段は行のパーセンテージを示している．
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が多く，高校卒は経験年数の長い回答者が多い。薬学系

も長い人が比較的多い。出身も調査結果に影響する属性

の一つであり，担当形式，企業群，経験年数と関連があ

る◎

　g．訪問頻度

　調査票を配布した医療機関への訪問頻度は慶応及び女

子医大では「毎日」が最も多く約64％であった。関東逓

信では「毎日」が29．7％で，「3日に1回以上3回未満」

が35．1％であった。また，担当している医療機関数が少

ないほど訪問頻度は高い。

　問屋を通じて渋谷区の主に開業医担当者に配布した調

査票では，「1ヵ月に1回以上2回未満」「1ヵ月に2回

以上4回未満」「1ヵ月に4回以上」訪問する診療所数を

それぞれ回答する形式をとった。その回答を担当診療所

数で割り，それぞれの頻度で訪問する診療所が担当診療

所全体に対しどのくらいの割合を占めるかを調べた。そ

の結果，月に4回以上（週に1回以上）訪問する診療所数

の担当診療所全体に占める割合は平均2．9％と非常に少

なく，少なくとも月に1回以上訪問する診療所も全担当

診療所の44．2％にすぎない。一方，担当している診療所

を全て月に2回以上訪問するという回答もあり，ばらつ

きが非常に大きい。

　h．面談時間

　調査票配布機関（渋谷区の開業医担当者では診療所全

体の平均）の医師との面談時間は平均で9．0分であった。

最高で60分という回答もあり，ばらつきが大きかった

が，医療機関高に有意差はなかった。

2．情報伝達

　a．市販後のup一一to－dateな情報の伝達

　能書（添付文書）の内容・包装・剤形の変更，製造・

販売中止などの医薬品市販後のup－to－dateな情報を医

師・薬剤師に伝達するかどうかを質問し，回答はその医

薬品を採用（購入）している機関とそうでない機関とに分

けて記入された。

　第1図に示すように，採用機関のi薬剤師に対しては

「必ず連絡する」がいずれも90％以上でよく伝達してい

る。これは，既存の調査で薬剤師からrup－to－dateな情

報の伝達が少ない」という不満があったことと対立す

る。採用機関の医師へもだいたいよく伝達している。直

接調剤に関わらない医師には「包装の変更」は必要でな

その薬品を採用している機関

1（X）q6
薬剤師に対して

o o
医師に対して

100　．0．　o／

r’一“一一一’一’d’rr

o
l！71匿：1

911
1．5

1團 90．4

一1．5

π’
潭≡

一一

96．3一　

　一…2．21・一1．5

’1 94．1

1L一・4，1L1．5

能書変・更

包装変更

剤形変更

製造販売中止

r”pt’一一一一T’“pt’M’一一r一一一”’一一’一T一’一ny一一’T一”“’pt一一1

塁：

696
1：：…・灘騨縛 13・3i
「…匿

37．8 鍵
i，ill

29．6 1

822 J
5．9」

859
　絹1　　　1

4．4S

その薬品を採用していない機関

1　　57B し’ 1翻乍17』一

1 76．3

レ：：噸：…1…；・…・；・：…；痺

71．1
／l：：鱒幾ill｝i…：i；；曄

1　　57．・ 1：艦．、麺……議レ16・3＝

匡ヨかならず連絡する

能書変更

包装変更

剤形変更

製造販売中止

…iiiil

75．6 1

86．7 1
・δ．7

｝i／

80．0 i

鱗；饗
…1三1；1

72．6 i
しぎ労

國場合によって連絡することもある

第1図　市販後のup－to－dateな情報の伝達
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いので，伝達しなくても問題はない。しかし，「能書の

変更」を伝達しないという回答が13．3％もあったことは

問題である。非採用機関へはほとんど連絡しないが，薬

剤師に対しては連絡する割合が少し高い。

　①能書変更の連絡

　医師への能書変更の連絡は，採用・非採用機関ともに

経験年数別に有意差がある。経験5年未満の回答者は

「必ず連絡する」割合が高く，逆に経験：10～15年の回答

者は採用機関の医師に「必ず連絡する」が52．2％と少な

い。

　採用機関の薬剤師への連絡は担当形熱熱に有意差があ

り，他と比べて開業医担当者は「必ず連絡する」が55．6

％と非常に少ない。開業医担当者は，採用機関の医師に

対しても能書変更の連絡が少ない傾向がある。

　非採用機関の薬剤師への能書変更の連絡は，経験年数

別に有意差があり，経験15年以上では「必ず連絡する」

が35．5％と多い。

　②包装・剤形変更の連絡

　包装変更の連絡は，採用機関の医師・薬剤師両者に対

し担当形式別に有意差がある。すなわち，病院の担当者

　　　　　　　　　　薬剤師に対して

　　100．Oot　O

は医師に必ず連絡する比率が低く，薬剤師に連絡する比

率が高い。それに対し「開業医担当」は医師に必ず連絡

する割合が他より高く，薬剤師に対して低くなってい

る。非採用機関では包装変更は必要でない情報なので連

絡しなくて当然である。剤形変更の連絡に関して目立っ

た傾向はない。

　③　製造・販売中止の連絡

　製造・販売中止は非採用機関へもある程度連絡してい

る。特に，経験15年以上5と年未満との回答者は薬剤師

に連絡する人が多い。その比率は，15年以上で「必ず連

絡する」が41．2％，「ときどき連絡する」17．6％，5年未

満ではそれぞれ14．0％，34．0％である。

　UP－to－dateな情報全般では，「開業医担当」と「混合

型」とは薬剤師に「必ず連絡する」割合が低い。これは

訪問頻度が低いから，または，診療所の薬剤師への情報

提供が重視されていないからだと考えられる。また，外

資系企業に属する担当者は連絡する比率が高い。さら

に，経験：5年未満の回答者は他の回答者より医師に連絡

する割合が高く，経験15年以上の回答者は非採用機関の

薬剤師へ連絡する割合が高い。

o
医師に対して

100t．・／

一

64．4
「 壱5，2’『

1 57．8
．・1鋤’
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ド 四点営
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i 52．6
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薬理イ乍用
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用法・用燈

副　作　用

相互作用
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保　存　法

製品特性
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　　　　　　　　　　　　　　第2図　新薬情報の提供
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第5表　医薬情報担当者が新薬情報を提供した形態

〉一一一一一一一一
　　　　　　　一一一‘一一一一．．．一，．一一形態

　　　　　　　　　　　対象
　項　　目

成 分・組 成

薬理作用・毒性
適 応 症

用 法・用 量

副 作 用

相 互 作 用

その他の使用上の注意

保 存 法

製品特性（製剤上の特性など）

口 頭

対医師
39．　7　90

44．　5　90

46．　8　90

46．　7　90

47．　1　90

38．　4　90

41．　7　90

so．　o　90

52．　8　90

対薬剤師

35．　8　90

36．　9　90

38．　6　90

39．　7　90

42．　5　90

34．　7　90

39．　9　90

44．　3　90

46．　3　90

パンフレヅト

対医師
91．　4　90

83．　9　90

90．　4　90

88．　7　90

83．　7　90

80．　4　90

85．　1　90

72．　1　90

82．　0　90

対薬剤師

82．　8　90

78．　1　90

84．　9　90

82．　8　90

79．　7　90

77．　2　90

80．　7　90

74．　4　90

79．　6　90

学術的な文献

対医師　　対薬剤師

38．　0　90

53．　7　90

40．　4　90

34．　7　90

53．　6　90

36．　5　90

26．　0　90

16．　3　90

38．　6　90

39．　3　90

47．　0　90

31．　3　90

31．　3　90

42．　5　90

36．　6　90

30．　2　90

28．　4　90

33．　3　90

　b．調査票配布機関へ実際に配布した情報

　①　新薬情報

　実際に今まで，どのような情報を調査票配布医療機関

に提供できたかを質問した。第2図に示すように，新薬

の情報はかなり多く提供した。特に，医師には，「適応

症」「用法用量」「副作用」「相互作用」「使用上の注意」

といった処方に役立つ情報を多く提供し，薬剤師への情

報提供と比較して，「適応症」「用法用量」「副作用」にウ

ェートを置いて情報提供をしている。逆に，「保存法」は

薬剤師への提供が多かった。活動の対象となった医療機

関別にみると，医師・薬剤師双方に対し，全般的に慶応

と東京女子医大での情報提供が多い。

　情報提供形態はパンフレヅトが最も多い（第5表参

照）。「医療用医薬品パンフレヅト記載要項」という業界

確認事項があり，パンフレットを提供すれば医薬品につ

いての一通りの情報を提供できると考えられる。また，

診療所の医師へはパンフレットのみの伝達が多く，慶応

・女子医大・関東逓信・・伊藤病院の医師へはパンフレッ

トと同時に文献や口頭による情報提供も行う回答者が多

い。そして，医師と比べて薬剤師に対してはパンフレッ

トのみによる伝達が多い。ただし「保存法」だけは医師

へ口頭で伝達されることが多く，薬剤師へはパンフレッ

トが多い。薬剤の管理に携わらない医師は保存法に関す

る情報は必要でないので，提供しない，または，口頭の

みの提供でも問題はない。

　全般的に新薬情報はよく提供し，重点を置いて提供し

た情報も多い。既存の調査では，医師と薬剤師とは医薬

情報担当者に新薬情報の提供を第一に期待していると報

告されており，医薬情報担当者はその期待に応えてい

る。

　②従来品情報

　新薬と比べて従来からある製品についての情報提供は

少なく，ウェートを置いた提供も少ない。しかし，「適

応症」「用法用量」「副作用」について90％以上が提供し

たと回答している。また，「保存法」以外は，薬剤師より

医師への提供が多い。

　機関別にみると，診療所の医師に対しては，新薬と同

じくらいよく「適応症」の情報を提供している。これ

は，日本では開業医が医薬情報担当者を処方するときの

情報源としているという既存の調査結果に対応してい

る。また，他機関と比べ伊藤病院の医師へ「薬理作用」

「適応症」「副作用」の情報を提供した割合が高い。

　情報提供の形態は，やはりパンフレットを最もよく使

い，特に，新薬と比べて「パンフレットのみ」の情報提

供が多い。また，機関別にみると，診療所ではパンフレ

ットのみが多く，病院ではパンフレットに文献や口頭に

よる提供が多い。

　③up－to－dateな情報

　これは，一見2aと重複するようであるが，ここでは，

調査票配布医療機関へ実際に提供した情報について質問

した。やはり，全般的に医師よりも薬剤師によく伝達し

ている（第3図参照）。また，他と比較して，慶応では医
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第3図　up－to－dateな情報の提供

師への情報提供が少なく，薬剤師へは多い。女子医大と

関東逓信とでは，医師・薬剤師の双方によく提供してい

る。診療所では，薬剤師よりも医師への提供の方が多

い。

　情報提供形態はパンフレットが多い。機関別では，診

療所の医師・薬剤師へは「口頭のみ」の伝達が多く，病

院の薬剤師へは「パンフレット」を使うことが多い。こ

れは，調査票を配布した病院の薬局・薬剤部は，パンフ

レヅト（リーフレヅト）による連絡以外は正式の伝達と認

めないところが多いからだと考えられる。全般的に，医

師へは口頭による伝達が多く，薬剤師へはパンフレット

による伝達が多い傾向がある。

　④社会的な情報

　第4図に示すように，社会的な情報の提供は，全般的

に薬剤師より医師に対して多い。特に，「医学医療の動

向」と「，他の医療機関の薬剤使用状況」とでは，医師

・薬剤師間に大きな差がある。また，医薬品についての

情報よりウェートを置いた提供が少ないのは，医薬情報

担当者の本質的な活動ではないからだと考えられる。

　機関別にみると，慶応の医師・薬剤師へは社会的な情
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報の提供が多く，関東逓信では少ない。また，「開発動

向・治験薬情報」は大学病院の医師・薬剤師へ多く提供

され，「薬価・市況情報」は診療所の医師に多く提供さ

れた。これは，開業医が医薬情報担当者に会う理由とし

て「仕入の価格交渉」を挙げ，役に立つ情報のひとつに

「薬価」を挙げていた既存の調査結果と対応する。これ

らのことから，活動の対象となる医療機関の性格や医師

の要求に応じて，医薬情報担当者が提供した情報に差が

あることがわかる。

　社会的な情報の提供形態は，医薬品についての他の情

報と比べて口頭によるものが多く，どの項目でも9割以

上であり，特に，「口頭のみ」の提供が多い。

3．情報収集

　a．収集する情報

　医師・薬剤師から情報を収集しないという回答はな

く，第6表に示すように情報収集は比較的よく行われて

いる。とくに，大手企業には「自社製品の使用経験」

「副作用」「クレーム」を収集する回答者が多い。それに

対し，外資系では「病院（診療所）内での医薬品使用状

況」を収集するという回答が多かった（第6表参照）。

第6表　医薬情報担当者が医療機関から収集する

　　　　　　　情報（企業群別）

擁副作用懸紙レ傷覇計一
大手
5社

大手12社

国内中小

外資系

計

16
100．　0　90

39
97．　5　90

61
93．　8　90

29
96．　7　90

129
95．　6　90

16
100．090

40
100．　o　90

56
86．　2　90

28
93．　3　90

124
91．　9　90

13
81．　3　90

31
77．　5　90

52
so．　o　90

28
93．　3　90

111
82．　2　90

15
95．　8　90

34
85．　0　90

45
69．　2　90

25
83．　3　90

104
77．　0　90

o

4
10．　0　％

5
7．790

4
13．　3　90

13
9．690

16

40

65

30

135

上段は実数，下段は行のパーセンテージを示している．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（多重回答）

　また，経験5年数年未満の回答者は収集する情報がや

や多く，5年以上15年未満の回答者は少ない傾向があ

る。経験15年以上の回答者は全般的に情報をよく収集し

ているが，とくに，94．1％の回答者が「クレーム」を，

17．6％が「他社の動向」の情報を収集し，他の回答門門

と比べ高い比率である。

　担当形式別では，「混合型」と「開業医担当」とが収

集する情報が多く，とくに「クレーム」を収集する比率

が高い。

　b．調査票配布機関からの情報収集

　最近，一年間に調査票配布機関から副作用やクレー・…ム

の情報を収集した人は，全体の66．7％，しなかったのは

33．3％である。一人平均2．0件のクレームを収集し，医

療機関による有意差はない。副作用は平均6．0件収集し，

100件以上収集したという回答が2通あった。この100件

以上という極端なデータを除けば医療機関別の差はな

い。

　また，87．9％の回答者が収集したクレームを全て（100

％）会社に報告している。会社にクレームの一部を報告

しなかった回答者の半数以上が診療所を訪問する回答者

である。収集したクレームの中で会社に報告したものの

割合は，全体の平均で95．2％である。

　会社に報告したクレームについて，後で全て医師・薬

剤師に回答を伝達できたのは87．9％の回答者である。外

資系企業には医師・薬剤師に回答を伝達できなかった回

答者が多い。

　さらに，収集した副作用の情報を全部会社に報告した

のは回答者の78．0％で，22．0％の回答者は，医療機関か

ら副作用情報を収集してもそれを会社に報告しないこと

がある。

　c．社内の医薬品情報の問合せ場所

　医師や薬剤師からの質問にその場で回答できなかった

ことが「ある」のは130人（96．3％），「ない」が5人（3．7

％）であった。このように即答できない質問を受けたと

きや自社製品についてより詳しく知りたいときに問合せ

られる組織は，全員が「ある」と答え，58種の具体的名

称が挙げられた。それらを大別すると，「学術」関係の

部課が74人，「医薬部」等が21人，「DI室」等情報関係

の名称が37人，「マーケティング」関係が13人，「研究開

発」関係が25人によって指摘された。

　問合せ組織の設置場所は，「本社のみ」が41．5％，「自

分の所属する営業所にもある」51．9％，その他（支店レ

ベルまではあるが営業所にはない等）が6．9％である。

　問合せ組織の満足度を「非常に不満」から「非常に満

足」までの7段階で評価し，その回答に「非常に不満」

を1点，「非常に満足」を7点というように順に配点し

て計算した。その結果，評価点の平均は4．8で，「ふつう」

と「やや満足」の中間になる。問合せ組織の満足度と設

置場所とは関連がない。出身別では，薬系の平均が4．4
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と最も低く，次いで，理系4．8，文系5．0，高校卒6．0で

統計的に有意な差がある。

　問合せ組織への不満の原因は，第5図のように「回答

時間が長すぎる」が最も多い。また，「非常に不満」な

人全員と「不満」な人の83％とは，不満の原因として

「適切な回答が得られない」を挙げている。それに対し，

「やや不満」または「ふつう」と回答した人の不満原因

は「回答時間が長すぎる」が多い。適切な回答を得られ

ないことは，強い不満を生じさせている。

回答時間が
長すぎる

適切な回答
でない

手続きだ
め　ん　ど　つ

時間帯が短い

製品担当制
である

積極的に整
理してない

営業所にない

70．2．a．i 33人

34．0％　　　16人

17．O％　8人

14．9％7人

2人
4．3．a．oV

1人
2．1．0・o／

’1人

2．1．Oi．／

有効回答数＝47

第5図　問合せ機関への不満の原因

　d．質問の処理法

　医師や薬剤師からの質問に即答できなかったときは，

「社内の問合せ組織にきく」が98．5％，「会社の資料室

で調べる」44．6％，「手持ちの資料で調べる」42．3％，

「先輩や同僚にきく」36．9％，「医師等にきく」17．7％，

「その他で調べる」5．4％である。

　経験年数5年未満の回答者は，他と比べて多くのもの

を利用して調べ，かつ，「先輩や同僚にきく」割合が高

い。また，「大学病院のみ」の担当者は，「医師等にきく」

ことはないが，診療所を主に担当している回答者は「医

師等にきく」と「先輩や同僚にきく」とが多い。出身別

にみると，i薬系は「社内の問合せ組織」，理系は「医師

等」と「先輩・同僚」，高校卒は「社内の問合せ組織」と

「手持ちの資料」を使うことが多い。また，文系出身者

は多くのものを利用する。

4．製品に関係のない文献の複写・検索サービス

　a．サービスの有無

　医師やi薬剤師から製品に直接関係ない文献の複写を依

頼されたことが「ある」は79．3％，「ない」は20．7％で

あった。「ある」と回答したのは，大規模病院の担当者に

多く，「混合型」や「開業医担当」に少ない。文献複写サ

ービスの主な対象は病院勤務医であると推測できる。ま

た，文献複写を依頼されたことがあるのは大手企業に属

する担当者に多く，国内中小や外資系の企業に少ない。

　依頼件数の平均は，複写が1ヵ月5．9件，検索が2．0件

で，最高では1ヵ月に複写100件以上という回答もあり，

分散が大きい。

　b．文献複写サービス

　文献複写を依頼されるとき「完全な書誌的データを提

示される」のが89．2％，「不完全な書誌的データ」が22．6

％であった。

大手5社

大手ユ2社

国内中小

外　資　系

846％　　　1
・」

7a2％　　　1
減55蛎，　」

馳．，　　1
誌瞭膨　ヨ

幾　些
鋤簾　　／

□会社の文献複写担当者に一任する圏自分でやる

第6図　文献の入手法（企業群別）

　文献の入手法は「会社の文献複写担当者に一任する」

が68．1％，「自分でやる」が55．3％である。大手企業で

は「会社の担当者」が多く，社内に文献複写担当者が存

在し，組織的に文献複写サービスを実施していると推測

できる。外資系は自分で入手する割合が高い（第6図参

照）。「開業医担当」の90．9％は，会社の文献複写担当者

に一任し，「大学病院のみ」の担当者は「会社の担当者」

と「自分」との両方が多い。これは，“急ぐときは自分

で”という大学病院担当者のコメントもあり，通常は会

社の文献複写担当者に一任し，急ぐときは直接自分で入

手すると推測できる。

　自分で入手するときは，「図書館」よりも「情報セン
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ター・，インフォメーションブローカー」を利用すること

が多い。とくに，大規模病院の担当者や大手企業の回答

者は情報センター等の利用が多い。利用機関の名称は無

回答が多かったが，国際医学情報センター（以下IMI

Cと略す）が最も多く，34人が指摘していた。次いで，

東京大学附属図書館8人，東京慈恵二二科大学附属図書

館4人，昭和大学図書館3人，国立国会図書館2人，そ

の他日本医科大学や東京医科大学等の図書館やインフォ

メーションブローカー等が挙げられた。このインフォメ

ーションブローカー一の中にIMICの会員で，1981年度

のIMICの文献複写利用件数第2位のものがあり，　I

MICの賛助会員でない製薬企業はこのインフォメーシ

ョンブローカーを介して関学的にIMICを利用してい

ると考えられている。

　文献を依頼主である医師や薬剤師に届けるのにかかる

「平均日数」の平均は4．2日で，大学病院担当者は3．6日

でやや早く，「混合型」「開業医担当」は4．5日とやや遅

い。最高にかかったときは2・3ヵ月という回答もあっ

た。

　c．文献検索サービス

　文献検索を依頼されたときは，「会社の文献検索担当

者に一任する」が85．8％と大部分を占め，「自分でやる」

が17．0％，「情報センターに依頼する」が12．3％であっ

た。大手企業に属する回答者は「会社の文献検索担当者

に一任する」が多く，国内中小は「自分でやる」比率が

高く，外資系は「情報センターに依頼する」比率が高

い。

5．　医薬情報担当者の情報要求

　a．情報要求

　医薬情報担当者が仕事をしていくうえで必要だと思わ

れる26項目について，それぞれ，「必要度」と「獲得度」

とを5段階に評価するように求めた。その結果に，それ

ぞれ，最も低い必要度と獲得度とに1点，最も高いもの

に5点というように配点し，「必要度」から「獲得度」を

引いた値を「情報入手改善の必要性」を示す指数として

採用した。

　第7図のように，「副作用」「用法用量」「適応症」「医

療機関の組織」は必要度が高い。一方，「成分組成」「薬

理」「適応症」など製品に関する項目は全般的に獲i得度

が高いが，「相互作用」はやや低い。また，「医薬品全

般」「医学・薬学の知識」「専門用語」などバックグラウ

ンドとなる項目は全体的に獲得度が低い。「書誌的事項

の書き方・見方」など文献複写サービスに必要だと思わ

れる項目は，必要度・獲得度ともに低い。

「情報入手改善の必要性」の指数は，第8図に示すよう

に，「専門用語」が0．9，「医学・薬学の知識」と「医療

機関の組織」とが，0．8，「医i薬品全般」と「医学医療の

動向」とが0．7と高い値をとった。特に，「専門用語」や

「医学・i薬学の知識」は医療従事者と面談する際に重要

であり，あとで調べて解っても，その場で知らなければ

役に立たない。したがって，これらの項目に関する情報

の入手及び知識の獲i得の改善は，医薬情報担当者の情報

活動の一層の向上と充実とのために必要である。
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　日本製薬工業協会の医薬情報担当者教育研修カリキュ

ラムでは，導入教育の申に「解剖学・生理学」「薬理学」

「薬剤学」「その他の基礎学術知識」など医学・薬学につ

いて合計100時間を割り当てている。また，専門用語は，

「その他の基礎学術知識」（30時間）の中の項目として含

まれている。しかし，これだけで充分な知識が得られな

いので，あとは個人個人の自己啓発努力による。

①経験年数による差（第7表参照）

　経験年数5年未満と15年以上とが全体的に高い必要度

を示し，特に「相互作用」「薬価」で統計的な有意差が

第7表　必要度・獲得度・情報入手改善の必要性が属性別に有意差のあった項目

i十年一別 出　　身　　別 企　、業　群　別 担当形式別
　　　　　　　　　　昌　　一

　’　．i　l、　．，『
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搭ﾁ・細書誌li勺事
ｲ薬携働項1　　噛v＿、l
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威鰍灘評1嘉誌的事
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勾欄の左は製品に関する項日，中央は医学・医薬品全般に関する項目，右は文献複写・検索に関する項目及び医療機関の組織

で∫意ノMll　O．05でr∫主演αりあった項目のみ列挙。　　　　は有意水準0．01で有意差のあった項目。
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ある。また，文献複写サービスに必要と考えられる項目

は，経験が長いほど必要度が高い。

　獲得度は，経験が短いほど低く，長いほど高いという

傾向があり，「医学・薬学の知識」「専門用語」「医学医

療の動向」等医学・医薬品全般に関する5項目と「医療

機関の組織」とで統計的に有意な差がある。ただし，文

献＝複写サービスに関連する項目は，経験年数15年以上の

回答者の獲得度が低い傾向がある。

　情報入手改善の必要性は，経験の長い回答者ほど低い

傾向があるが，有意差は認められない。ただし，文献複

写サービスに関する項目は逆の傾向がある。

②出身による差（第7表参照）

　必要度は，全般的にi薬系出身者が高く，高校卒は低い

傾向がある。とくに，「副作用」「開発・治験薬情報」で

有意差がある。ただし，「薬価」は高校卒の回答者の必

要度が高く，これは，高校卒に診療所の担当者が多いか

らだと考えられる。

　製品に関する項目は，文系出身者の獲得度が高い傾向

があり，「薬理作用」「適：応症」「用法用量」「副作用」で

有意差がある。また，医学・医薬品全般に関する項目

は，i薬系出身者と高校卒業者との獲得度が高く，「医学・

薬学の知識」「専門用語」で有意差がある。理系出身者は

全般的に獲得度が低い。これは，薬系出身者と高校卒業

者とは経験の長い回答者が多く，理系出身者は経験の短

い回答者が多いことと関連があると思われる。

　報報入手改善の必要性は，理系が高く，高校卒が低い

傾向がある。

③企業群による差（第7表参照）

　必要度は，大手企業で高く，国内中小で低い傾向があ

る。獲得度も全般的に，大手企業で高く，国内中小で低

い傾向があり，13項目において有意差がある。情報入手

改善の必要性は，大手企業でやや低く，国内中小や外資

系企業でやや高い傾向があるが，統計的な有意差はほと

んどない。

　また，日本製薬工業協会の加盟・非加盟による差はほ

とんどない。

④担当形式による差（第7表参照）

　ここでは，傾向を明確にするために大規模病院のみの

担当者と診療所の担当者とのグループだけを比較した。

その結果，「薬価」は診療所担当者の必要度が高く，そ

の他の項目は大規模病院担当者の必要度が高く，「医学

・薬学の知識」「専門用語」等及び文献複写に関する項

目で有意差がある。獲得度は，全般的に大規模病院担当

者が高い傾向があり，4項目で有意差がある。

　情報入手改善の必要性は，ほとんど一定の傾向がな

い。ただし，r薬価」では，大規模病院担当者の値は0

なのに対し，診療所担当者は0．8と大きく，統計的に有

意である。開業医への情報提供では「薬価」が重要なの

で，開業医を多く含むと考えられる診療所の担当者は必

要度，入手改善の必要性ともに高くなったと考えられ

る。

　また，大規模病院担当者は文献複写サービスをするこ

とが多いので，それに関する項目の入手改善の必要性が

高いと推測されたが，有意差はない。文献複写サービス

実施者とそうでない者とを比較すると，実施者は文献複

写サービスに関する項目の必要度は高いが，獲i得度も高

いので，入手改善の必要性は両者の差がなくなっている。

　全体的にみて，入手改善の必要性の高い「専門用語」

「医学・薬学の知識」「医療機関の組織」などは，経験が

長い，または大手企業に属する医薬情報担当者の獲得度

が高い。したがって，社内研修や業務を行っていくうえで

の様々な経験及びOJT（On　the　Job　Training）に

よって，しだいに専門知識を獲得していくことができる

と考えられる。

　b．情報源

　医薬情報担当者として仕事をしていくのに必要な情報

を何から得ているかを尋ねた。その結果，最もよく使わ

れているのが「製品教育」，次いで「会社の配布資料」

「製品教育以外の研修」「医師等の医療従事者」「学術雑

誌・専門書」「先輩・同僚」の順であった。

　経験年数別，出身別ではほとんど差がない。担当形式

別では，「大学病院のみ」の担当者は，「医師等の医療従

事者」の順位が3位に上がり，「製品教育以外の研修」

が5位に下がったのが目立った差である。

　全体的にみて，会社（研修・製品教育・配布資料）が

主要な情報源である。適応症，用法用量等の製品に関す

る情報は必要度が高いが獲i得度も高く，入手改善の必要

性が小さかった。これは，会社からの医薬情報担当者へ

の情報提供が充分行われているからだとも考えられる。

III．考 察

　医師や薬剤師に対して行われた既存の調査で，医薬情

報担当者は医療従事者の新薬の情報源であることがわか

る。また，日本では，医師が医薬品を評価するときの情

報源でもあった。さらに，開業医では「薬価情報」が重

視され，医薬情報担当者は仕入交渉の窓口機能を持ち，
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かつ，病院勤務医への文献複写提供者でもあった。薬剤

師からは，包装・剤形の変更，製造中止等のup－to－date

な情報の伝達が少ないという不満があった。

　それに対し，今回の医薬情報担当者への調査では，医

療従事者への情報提供及び情報収集はよく行われている

ことがわかった。とくに，新薬情報の伝達は重点的に行

われ，能書・包装・剤形の変更等の市販後のup－to－date

な情報の伝達も，医療従事者の評価以上に行われてい

る。しかし，医薬情報担当者の活動は，担当形式や経験

年数，企業三等によって差がある。

　診療所に対しては，訪問頻度が低く，情報提供の形態

も，製品全般に関してはパンフレットのみが多く，能書

の変更，製造中止等や他の情報は口頭のみの伝達が多

い。病院と比べて能書の変更等の連絡が少なく，「薬価・

市況情報」の提供が多い。しかも，卸のセールスマンを

通じて医師にパンフレットを渡したり，クレームを収集

したりすることも多い。それに対し，病院では，医薬情

報担当者の訪問頻度は高く，情報提供も複数のメディア

を通じて念入りに行われている。これらの差は医療機関

の規模，すなわち薬剤使用量によるところが大きいと考

えられる。専門病院である伊藤病院は，扱う疾患が一定

分野に限られており，使用する薬剤も特定の種類であ

り，それを扱う製薬企業も限定され，特徴ある活動が行

われているのではないかと予想されたが，サンプル数が

少なく，統計的に有意な結果をひきだすには至らなかっ

た。全体的に，経験年数5年未満と15年以上との回答者

がよく情報を伝達・収集している。

　また，医薬情報担当者は「医学・薬学の知識」「専門

用語」の獲得度が低く，情報入手の改善が必要である。

しかし，経験が長い，または大手企業に属する医薬情報

担当者はこれらの情報の獲得度が高い。さらに，相互作

用，副作用等安全性に関する情報も入手改善が望まし

い。

　しかし，医薬情報担当者は，現在すでに医療従事者の

情報源の一つとしての機能がある。情報を的確に伝達す

ることにより，自社製品が有効に医療の場で活用される

ように努めるのが本来の医薬情報提供者の任務である。

そのためには，入手改善の必要性が高かった「専門用語」

「医学・薬学の知識」を一層獲得できるように努力し，

体制を整えていくことが必要である。医薬情報担当者の

主な情報源は会社によって提供されるものであるが，研

修を今まで以上に充実させることも一つの対策である。

また，社内の医薬品についての問合せ組織について一部

で「適切な回答が得られない」という強い不満があった

ので，そのような組織をより充実させ，改善することも

必要である。

　その一方で，販売促進と情報活動とを同時に遂行する

医薬情報担当者の立場は微妙であり，今回の調査でも，

次のような回答者のコメントが得られた。すなわち，

「過当競争のため現状では医薬情報担当者本来の仕事だ

けではやってゆけず，販売促進優先になってしまう」

「医薬情報担当者はセールスマンであってはいけないと

いわれるが，現状は同種同門品が各社にあり，いかに自

社製品の販売促進に貢献するかが優先されている」等と

いうコメントがあった。また，「開業医は日常診療に追

われ，製品についての文献に目を通してくれない」ある

いは「各医師によって伝達のしかたを考えなければいけ

ない」等と情報伝達の難しさを指摘したコメントもあ

る。また，医療従事者側の医薬情報担当者に対する態度

にも問題がある場合もあろう。

　医学は進歩の速い分野で，情報量も膨大である。その

中で，医薬品に関する情報もかなりの部分を占めてい

る。医師・薬剤師等の医療従事者は，日常業務が忙し

く，必要な情報の収集に充分な時間をかけにくい。医薬

情報担当者は，医療従事者にとって身近であり，人間と

いうtwo－wayのコミュニケーションが可能な情報源

なので，柔軟性があり，必要な情報だけを的確に，望ま

しい形で得ることのできる有効な情報源となりうる。し

かも，医薬品を製造している製薬企業は，その製品につ

いて最も詳しいデータを持っているはずである。その製

薬企業から，物的流通から独立して，医薬情報担当者が

派遣されて直接医療従事者を訪問するのは，非常に効率

的で効果的な情報伝達の形態だといえる。

　また，医i薬情報担当者の資質が向上しても，企業に属

していることにより，公正な情報を提供しているという

信頼を医療従事者から得られないことも考えられる。こ

れには，医薬情報担当者の資格認証制度の確立も一つの

解決策となるであろう。さらに，企業とは独立した情報

提供機関の発達も望ましい。

　最後になりましたが，本論文を作成するにあたり御忌

導くださいました慶応義塾大学文学部図書館・情報学科

の津田良成教授，調査に便宜をはかって下さいました慶

応義塾大学医学部附属病院薬局，東京女子医科大学病院

薬剤部，関東逓信病院薬剤科，伊藤病院薬局，渋谷区医

師会の川上忠志先生をはじめ，調査にご協力くださった

方々に心より感謝の意を表します。
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